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休職制度についてのご案内 
 

 

労働基準法における休職の規定 

 労働契約の締結時にこれを労働者に明示すること 

このほかに法律上の規定はない。

 

 

         

休職制度は、それぞれの事業所で任意に定めなければならない。 

休職期間の長さや休職期間中の賃金の取扱いなど、休職制度の実態は企業によ

って異なる。 

 休職期間中に賃金が支払われない場合や休職期間満了時に休職事由が消滅して

いなければ自動的に退職とされる場合に、休職事由の有無や休職事由の消滅の有

無をめぐって、裁判で争われた例がある。 

 

休職については、就業規則で定めるのが普通です。労働基準法は、休職制度があるときは就業規

則等に明記すること以外、特に休職について言及していません。内容については、自由に定めるこ

とが可能です。会社側からみてやむをえない休職もあれば、悪質な休職もあります。このため、休

職の事由に応じて賃金控除の取り扱い（私傷病欠勤、公傷欠勤では一定額を支給、その他は無給と

するなど）を定めているところもあります。 

また、休職の期間は、勤続年数等で差異を設けるのが一般的で、私傷病休職は６ヵ月から１年の

範囲とすることが多いようです。休職事由がなくなれば、休職期間中であっても復職できますが、

さらに休職が続くようであれば、休職期間の延長、退職、解雇などとなる場合もあります。 

 休職中は健康保険による給付があります。 

 私傷病の場合は、健康保険法が適用されます。社員が入院や療養などで業務に就けず、賃金を受

け取れない時、健康保険から「傷病手当金」として、１日につきおおむね賃金の６割に相当する金

額が支給されます。ただし、傷病手当金は、業務に就けなくなった日から３日間は待機期間とされ、

４日目から１年６ヵ月を限度として支給されます。 

 

 



就業規則における休職の規定例 

 

例１ 

（休 職） 

第 36 条  従業員が次の各号の一に該当する場合は休職とし、休職期間は下記に掲げる期間を限度とする。

ただし、試用期間中の者に関しては適用しない。 

① 移籍出向など会社命令により会社以外の職務に就くとき。 

   ・・・会社が必要と認めた期間。 

② 業務外の傷病により欠勤が、継続、断続を問わず日常業務に支障をきたす程度（おおむね１ヵ

月程度以上とする。）に続くと認められるとき。 

・・・勤続１０年未満の者は６ヶ月、勤続１０年以上の者は１年。但し、特別の事由があ

るときはこの期間を延長するときがある。 

③ 精神又は身体上の疾患により労務提供が不完全なとき。 

・・・勤続１０年未満の者は６ヶ月、勤続１０年以上の者は１年。但し、特別の事由があ

るときはこの期間を延長するときがある。 

④ 前号の外、特別の事情があって休職させることが適当と認めたとき。 

   ・・・会社が必要と認めた期間。 

  (2) 休職期間は、原則として勤続年数に参入しない。 

  (3) 休職期間中は賃金を支給しない。但し、本条第１項第１号により休職を命じられた者について

は、必要に応じその給与の全部または一部を支給することがある。 

（復 職） 

第 37 条  休職中に休職の理由が消滅した者は復職させる。但し、前条第１項第２号若しくは第３号により

休職中の者が復職する場合、会社の指定する医師の診断を受け、かつ会社の許可を受けなければな

らない。 

（再休職） 

第 38 条  第３６条第１項第２号に該当する休職中の者が復職し、復職後６ヶ月以内に再び同一の理由によ

り欠勤した場合は、休職を命ずるものとする。ただし、その休職期間は同項注意書きの限度期間の

残余の期間とする。 

（退 職） 

第 39 条   従業員が、次の各号の一に該当するに至ったときは、その日を退職の日とし従業員としての資格

を失う。 

① 死亡したとき。 

② 満６０歳に達した日以後の最初の賃金締め切り日 

③ 期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき 

④ 本人の都合により退職願いを提出して会社の承認があったとき、または退職願い提出後、１４

日を経過したとき。 

⑤ 休職中の者が、休職期間が満了したとき。 

⑥ 第５３条から第５８条に定める解雇にあたるとき。 

（退職手続） 

第 40 条  自己の都合で退職しようとする従業員は、退職期日より１４日前までに退職理由及び退職を希望

する期日を記載した退職願いを所属上司を経て人事担当部門に提出し、退職の許可あるまでは従前

の職務を継続しなければならない。 



（定年後の再雇用） 

第 41 条  従業員が、第３９条第２項による定年に達した場合であっても、従業員が希望する場合は、本人

の能力、成績および健康状態等を勘案して、定年退職の翌日から引き続き満６５歳に達した日以後

の最初の賃金締め切り日まで嘱託として再雇用する。ただし、労働条件等は個別の雇用契約による。 

  (2)  従業員が、第３９条第２項による定年に達した場合、もしくは、前項による満６５歳に達した

日以後の最初の賃金締め切り日に達した場合であっても、会社が業務上必要と認めたときは、本人

の能力、成績および健康状態等を勘案して、勤務期間を延長するか、嘱託として再雇用することが

ある。 

  (3)  前２項の規定にかかわらず、定年後の再雇用の年齢は、下記左欄の記載の期間については、前

２項の「満６５歳」を右欄に記載する年齢と読み替えるものとする。 

改正就業規則施行日から平成１９年３月３１日まで 満６２歳 

平成１９年４月１日から平成２２年３月３１日まで 満６３歳 

平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日まで 満６４歳 

（退職後の守秘義務） 

第 42 条  従業員は退職後も在籍中に知り得た秘密を漏洩または不正もしくは不当に利用してはならない。 

 

 

例２ 

第１条 （休  職） 

    社員が、次の各号のいずれかに該当したときは、休職とする。ただし、試用期間中の者、パートタ

イマー等に関しては適用しない。 

    （1） 業務外の傷病により欠勤が、継続、断続を問わず日常業務に支障をきたす程度（おおむね

２週間以上とする。）に続くと認められるとき 

    （2） 精神又は身体上の疾患により労務提供が不完全なとき 

    （3） 会社の命令により、関係会社又は関係団体の業務に従事するとき 

    （4） その他業務上の必要性又は特別の事情があって休職させることを適当と認めたとき 

第２条 （休職期間） 

前条の休職期間（第１号にあっては、会社が発令した日を起算日とする。）は次のとおりとする。 

（1） 前条第１号及び第２号のとき   ２ヵ月（勤務期間が１年未満の者を除く。） 

(2） 前条第３号及び第４号のとき  必要と認められる期間 

２ 同一事由による休職の中断期間が３ヵ月未満の場合は前後の休職期間を通算し、連続しているも

のとみなす。また、前条第１号及び第２号の休職にあっては症状再発の場合は、再発後の期間を休

職期間に通算する。 

３ 休職期間は、原則として、勤続年数に通算しない。ただし、会社の業務の都合による場合及び会

社が特別な事情を認めた場合はこの限りでない。 

４ 休職期間中は、無給とする。 

第３条 （復  職） 

    社員の休職事由が消滅したと会社が認めた場合、原則として、休職前の職務に復帰させる。ただし、

旧職務への復帰が困難な場合又は不適当と会社が認める場合には、旧職務とは異なる職務に配置す

ることがある。 



２ 休職中の社員が復職を希望する場合には、所定の手続により会社に申し出なければならない。 

３ 休職事由が傷病等による場合は、休職期間満了時までに治ゆ（休職前に行っていた通常の業務を

遂行できる程度に回復することをいう。以下同じ。）することが見込まれると会社が認めた場合に

復職させることとする。また、この場合にあっては、必要に応じて会社が指定する医師の診断及び

診断書の提出を命じる場合がある。 

４ 休職期間が満了しても復職できないときは、休職満了の日をもって退職とする。 

 

 

例３ 

（休  職） 

第 26 条 従業員が次の各号の一に該当した場合は休職とする。 

・ 業務外の傷病により欠勤１か月以上にわたる場合 

・ 前条の規定により出向した場合 

・ 地方公共団体の議員等の公職につき、労務の正提供が行えない場合 

・ 前各号の他、特別の事情があって休職させることを必要と認めた場合 

（休職期間） 

第 27 条 休職期間は次のとおりとする。 

・ 前条第１号の場合    ３か月 

・ 前条第２号の場合    出向している期間 

・ 前条第３号および第４号の場合 

       その必要な範囲で会社の認める期間 

・ 第１項の期間は、会社が必要と認めた場合にはこれを更新することがある。 

・ 休職期間中の賃金の取扱いについては、賃金規程の定めるところによる。 

（復  職） 

第 28 条  休職の事由が消滅したときは、旧職務に復職させることとする。ただし、やむを得ない事情のあ

る場合には、旧職務と異なる職務に配置することがある。 

 

 

例４ 

（休職） 

第 10 条 １ 従業員が、次の各号の一に該当するときは、所定の期間休職とする。 

 ① 私傷病による欠勤が１か月を超えたとき ････ ３か月 

 ② 前条の規定により出向した場合 ････ 出向している期間 

 ③ 前号のほか、特別の事情があり休職させることが適当と認められるとき 

                          ････ 会社の認める期間 

２ 休職期間中に休職事由が消滅したときは、元の職務に復帰させる。ただし、元の職務に復帰させることが困

難であるか、又は不適当な場合には、他の職務に就かせることがある。 

３ 第１項第１号により休職し、休職期間が満了してもなお傷病が治ゆせず就業が困難な場合は、休職期間の満

了をもって退職とする。 

（休職期間中の取扱い） 

第 11 条 １ 休職期間中は、賃金を支払わない。 

２ 休職期間は、原則として勤続年数に通算しない。ただし、会社が必要と認めた場合は、勤続年数に通算する。 


